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日本郵便株式会社（東京都千代田区、代表取締役社長 小池 信也、以下「日本郵便」）、

株式会社JPデジタル（東京都千代田区、代表取締役CEO 飯田 恭久、以下「JPデジタル」）および

GMOメイクショップ株式会社（東京都渋谷区、代表取締役社長CEO 向畑 憲良、以下「GMOメイクショップ」）

は、「デジタルアドレス」を活用した多様な荷物受け取り方法の普及促進を目的とする実証事業が、

国土交通省「物流負荷の低減に向けた多様・柔軟な受取方法の普及促進事業費補助金」の対象事業として

採択されましたので、お知らせします。 

本実証事業は2026年11月の開始を予定しており、Packcity Japan株式会社（東京都千代田区、

代表取締役社長CEO 柳田 晃嗣、以下「Packcity Japan」）が提供する、全国約7,000箇所に設置

されたオープン型スマートロッカー「PUDOステーション」をはじめとする多様な受け取り方法の利用促

進を通じて、再配達の削減や物流負荷の低減を目指します。 

 

1 本取り組みの背景 

EC市場の拡大に伴い、宅配便の取扱個数は増加を続けています。一方で、再配達の発生やドライバー

不足、ラストワンマイルにおける配送負荷の増大など、物流業界を取り巻く課題は深刻化しています。

こうした課題への対応策として、宅配ロッカーや店舗受け取りなど、多様な受け取り方法への期待が

高まっています。しかし、EC事業者にとっては、ロッカー受け取りなどの導入に当たってシステム 

連携などの負荷が大きく普及の妨げとなっています。また、UI（ユーザーインターフェース）上で荷物

の受け取り可能場所が分かりづらいという課題もあります。日本郵便、JPデジタル、GMOメイクショップ

およびPackcity Japanは、こうした課題の解決に向け、「デジタルアドレス」を活用した受け取り環境

の実現可能性を検証するため、本実証事業を実施します。  

 

日本郵便、JPデジタル、GMOメイクショップによる 

「デジタルアドレス」と「PUDOステーション」を活用した実証事業が 

国土交通省の物流負荷低減に向けた補助金事業に採択 

～EC・物流業界の社会課題解決に向けた実証事業を開始～ 



2 実証事業の概要 

本実証事業では「デジタルアドレス」を活用し、ECにおける受け取り方法の一つとして Packcity Japan

が提供する「PUDO ステーション」を利用した受け取り体験向上の検証を行います。受取場所を 

共通的に扱うための基盤として「デジタルアドレス」の有効性や拡張性を検証し、利用者にとって利用

しやすく、事業者にとって導入しやすい受け取り環境の実現を目指します。 

本実証事業は、採択決定を受け、システム開発やプロモーション設計などの実証環境の構築を進め、

2026年11月より開始する予定です。 

 

3 各社の役割 

■ 日本郵便 

デジタルアドレスを活用した仕組みの企画・設計および実証全体の推進を担当します。 

■ JPデジタル 

デジタルアドレスを活用した仕組みづくりにおけるシステム開発を担当します。 

■ GMOメイクショップ 

「makeshop byGMO」/「GMOクラウド EC」で構築された ECサイト上での受け取り体験の設計・実装を

担当し、多様な受け取り方法の利用促進に取り組みます。 

■ Packcity Japan 

スマートロッカー「PUDO ステーション」の提供および実証環境の整備を担当し、利用促進施策を通

じた検証を実施します。 

 

今後、4社は本実証事業を通じて、多様な受け取り方法の普及に向けた課題や効果を検証するとともに、 

物流業界が抱える社会課題の解決に貢献してまいります。 

また、利用者にとって利便性が高く、事業者にとって導入しやすい受け取り環境の実現を目指し、 

将来的な社会実装に向けた検討を進めてまいります。 

 

4 「デジタルアドレス」について 

 

日本郵便では、住所にまつわるさまざまな体験が、より便利になる未来を目指し、

「住所を、もっと便利に。」というコンセプトの下、「住所の DX」に挑戦

しています。その取り組みの一環として、2025年5月より「デジタルアドレス」

のサービス提供を開始しました。 

なお、「デジタルアドレス」には、以下の特徴があります。 

 

■ 住所※を7桁の英数字で表現 

長い住所を手書きしたり、Web サイトで入力したりする必要がなく、7桁の英数字の「デジタル 

アドレス」を入力するだけで、事前に登録した住所と連携します。日常の住所記入の負担を軽減し、

よりスムーズな情報入力を実現します。 

※：日本郵便が提供する「ゆう ID」に登録された住所 

■ 同じ「デジタルアドレス」を引越し後もそのまま使える 

「デジタルアドレス」は、住所そのものではなく、個人の「ゆう ID」に紐づいています。引越し 

などで実際の住所が変更になった場合でも、登録している住所を変更するだけで、同じ「デジタル

アドレス」を使い続けることができ、家族や友人、各種サービス提供者との情報共有もよりスムーズに

なります。 

■ プライバシーに配慮された安心・安全な仕組み 

「デジタルアドレス」は、7桁の英数字という構造上、地理的な場所や同居者の情報などが直接 

含まれておりません。また、「デジタルアドレス」から名前を特定したり、逆に名前や住所から

「デジタルアドレス」を検索したりすることはできない設計となっています。 

 

（参考） 

■デジタルアドレス・オープンイノベーションサイト 

■デジタルアドレス 紹介サイト 

https://co.da.pf.japanpost.jp/
https://lp.da.pf.japanpost.jp/


■「デジタルアドレス」サービス開始プレスリリース 

■「郵便番号・デジタルアドレス API」プレスリリース 

■ビジネスデジタルアドレス 紹介サイト 

■郵便局アプリ ダウンロード URL 

[App Store] 

   

[Google Play] 

  

■ゆう ID 紹介サイト 

■郵便局アプリ紹介サイト 

 

以 上 

 

【お客さまの問い合わせ先】 

 郵便番号・デジタルアドレス for Biz 事務局 

 ※本サービスの運営は日本郵便株式会社から株式会社   

JP デジタルに委託しています。 

https://www.post.japanpost.jp/notification/pressrelease/2025/00_honsha/0526_01.html
https://www.post.japanpost.jp/notification/pressrelease/2025/00_honsha/0526_02.html
https://lp-biz.da.pf.japanpost.jp/
https://apps.apple.com/app/apple-store/id6450435935?pt=825569&ct=da_2601&mt=8
https://play.google.com/store/apps/details?id=jp.jppost.pfapp&referrer=utm_source%3Dweb%26utm_medium%3Dqr%26utm_term%3Dda_2601
https://lp.jpid.pf.japanpost.jp/
https://www.lp.jpapp.pf.japanpost.jp/
https://org.biz.da.pf.japanpost.jp/contact

